
京都スタジアム（仮称）の運営 
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平成30年3月 
京都府文化スポーツ部 



おさらい 
 

京都スタジアムを交流拠点とする 
亀岡市エリアのスポーツ・観光産業 

のポテンシャル 
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北区役所 

上京区役所 

中京区役所 

下京区役所 

右京区役所 

西京区役所 

南区役所 

東山区役所 

山科区役所 

伏見区役所 

左京区役所 

京都市内区役所からの移動ルート 

○京都駅→亀岡駅 
 

快速 ２１分、普通 ２７分 
 
○二条駅→亀岡駅 
 
快速 １６分、普通 ２０分 
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意外と近い京都スタジアム（亀岡市） 
京都スタジアム 
（ＪＲ亀岡駅） 

出発地点（最寄駅） 
西京極陸上競技場 
（阪急西京極駅） 

５２ 北区役所（北大路） ４４ 

５４ 左京区役所（松ヶ崎） ４４ 

３５ 右京区役所（太秦天神川） ４１ 

４１ 上京区役所（今出川駅） ３５ 

３０ 中京区役所（二条城前） ３４ 

３０ 下京区役所（京都） ３４ 

６０ 東山区役所（清水五条） ３７ 

５０ 山科区役所（椥辻） ４６ 

５２ 南区役所（東寺） ５１ 

６４＜バス ３５分＞ 西京区役所（上桂・桂） ３８ 

６０ 伏見区役所（近鉄丹波橋） ４７ 



亀岡市の観光資源等の状況 

２２万人 

１２３万人 

１４．５万人 ２１万人 
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亀岡市の観光入込客数、観光消費額 

Ｈ２８ 全体   約２８０万人 
 
     日帰り   約２６６万人（９５％） 
 
      宿泊   約  １４万人（ ５％） 

Ｈ２８ 全体  約５，５２２万人 
 
     日帰り 約４，１０７万人（７４％） 
 
      宿泊    約１，４１５万人（２６％） 

Ｈ２８ 全体   約７４．２億円 
 
     日帰り   約４３．５億円 
 
      宿泊   約３０．７億円 

Ｈ２８ 全体 約１兆  ８６２億円 
 
     日帰り   約４，１３１億円 
 
      宿泊   約６，７３１億円 
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観光消費額 

＜日帰り観光客１人当たり観光消費額＞ 
H28  約１，６３９円 ← 京都市の約１／６ 

 
※ 京田辺市 ３，２２３円、木津川市 ２，２８８円、 
   笠置町 ３，２１３円、南山城村 ６，４３１円 

（京都府 観光客１人当たり観光消費額 １，８１７円） 



国の同意済（H29.9.２９） 京都府亀岡市における基本計画の概要 

 今後、亀岡市に整備する京都スタジアム（仮称）を活用し、国際試合や日本プロサッカーリーグ等によるスポーツ興行の開催等による交流人口の拡大
や、新たに誘致する商業施設とスタジアムの連携を図る。また、嵯峨野観光鉄道のトロッコ列車や天然記念物アユモドキの保全対策を行った都市公園
（整備予定）等を地域観光資源として活用する事業を行い、外国人旅行者等を増加させ、雇用の創出と観光消費の拡大を図る。 

 
京都府亀岡市 

 
平成34年観光消費見込額（10,703百万円）と平成28年観光消費額（7,420百万円）から算出した本計画
期間内の観光消費増加額（3,283百万円）に、平成24年経済センサス活動調査データを用いて算出し
た亀岡市の観光関連産業における売上金額に占める付加価値額の割合（19.61％）を乗じて算出した
644百万円の付加価値額を創出することを目指す。 

 
計画同意の日から平成34年度末日まで 
 

《促進区域図》 

《京都スタジアム（仮称）完成予想図》 

促進区域 

経済的効果の目標 

地域経済牽引事業の承認要件 

計画期間 

計画のポイント 

 
・不動産取得税、固定資産税の減免措置の創設、地方創生関係施策の活用 

・情報処理の促進のための環境の整備（ビッグデータの公開）、事業者からの事業環境整備に係る相
談窓口の設置、森の京都DMOとの連携、亀岡駅北側広場等や桂川沿いの水辺広場等の整備 

 

制度・事業環境の整備 

 

公益財団法人京都産業２１、亀岡商工会議所、京都学園大学、地元金融機関（京都銀行等）、シスコ
システムズ合同会社 

地域経済牽引支援機関 

【要件１：地域の特性を活用すること（①、②のいずれか）】 

①亀岡市の京都スタジアム等のスポーツ関連インフラを活用した観光・スポーツ分野 

②亀岡市の嵯峨野観光鉄道トロッコ列車、京都・亀岡保津川公園等の観光資源を活用した観光分野 

【要件２：高い付加価値を創出すること】 

・付加価値増加分：４，３６２万円超 

【要件３：以下の経済的効果が見込まれること】 
●売上げ：約７％増加   
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基本計画の「スポーツ・観光・まちづくり」プラン 



基本計画における経済効果の目標 

 （基本計画記載の目標値 消費単価をH28実績で算定） 
 
 入込観光客 280万人(H28)    → 390万人(H34)  （110万人増） 
 
 観光消費額 74.2億円(H28) → 107億円(H34) （33億円増）  
 
 経済波及効果（観光消費額から推計） 
             84億円(H28)       →120億円（H34)（36億円増） 

 

京都府・亀岡市・民間企業が、地方創生推進交付金を活用して、ス
タジアムの交流機能強化や周辺まちづくりの都市機能の充実を実

施 
→ にぎわいの創出（交流人口拡大・観光消費増加） 
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亀岡市域を訪れる観光客等の実態やニーズ 

観光客の約半数（約140万人）は、トロッコ列車や 

 保津川下りを利用  （亀岡市に280万人来訪(H28実績)） 
  （※保津川下り・・・「プロが選ぶ水上観光船３０選」全国5位にランク）  

トロッコ列車と保津川下りは異なる客層 
   （※保津川遊船企業組合代表理事コメント） 

市内に滞留しない観光客 

京都市内には約５，５００万人（うち、外国人観光客
約３２０万人、修学旅行生約110万人）来訪 

自然を求める外国人観光客等のニーズ  

 

改善すべき課題 
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次のトロッコ列車を待つ外国人観光客 （H29.10.24撮影） 
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これからの観光戦略に関する考察 

自然を活かした観光ツールの開発 

既存観光資源のネットワーク強化 

スタジアムや新しいまちづくりの公共空間を利活用す
るイベントプロデュース 

既存資源等の有効活用 

アユモドキ（天然記念物）の新たな観光資源化  

球技（ｻｯｶｰ･ﾗｸﾞﾋﾞｰ・ｱﾒﾌﾄ等）の聖地化 

ｲﾍﾞﾝﾄ興行・観光等のＩＯＴ化（アプリ、ﾌﾘｰWiFi） 

持続可能なｽﾎﾟｰﾂ・観光・まちづくり 

滞留時間・観光客数・観光消費単価の増加 



にぎわいが創出できれば・・・ 

 （H28日帰り実績＋１，０００円で算定すれば・・・） 
 

 入込観光客 280万人(H28)    → 377万人(H33)  （97万人増） 
 
 観光消費額 74.2億円(H28) → 127億円(H33) （53億円増）  
 
 経済波及効果（観光消費額から推計） 
            84億円(H28)       →159億円（H33)（75億円増） 
 
     

※ Ｈ２９地方創生推進交付金応募資料から算出 

サンガ観戦者の消費行動 千円以上を消費する人７１％ 
（千円～三千円 ５４％、三千円～五千円 １３％、五千円以上 ４％） 

交流人口を商圏とする高いポテンシャル？？ 



京都スタジアム運営の考察 
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スタジアム運営の基本的な考え方 

多機能施設の最大活用 

 

低コスト・高収益の実現 

 

長期的・安定的運営の実施 

 

公共性の確保と民間経営による柔軟な運営等 

 

地域・中北部の活性化の拠点 



スタジアム周辺の商業地 駅前広場と連携したにぎわいのプロモーション 17 

企画・経営戦略等が必要なスタジアムの施設等 

施設等 サービス（想定） 

天然芝グラウンド 
Ｊリーグ、コンサート、ｅスポーツ（ゲーム）イベント、 
地域物産市、フリーマーケットの企画誘致 

商業ゾーン スポーツ・観光・健康企業等店舗の誘致 

スポーツクライミング スクール、個人会員の獲得、フリー利用 

外部デッキ・インナーコンコース 
地場農産物・地域特産品市の直販、 
Ｂ級グルメ市、ビアホール、文化・芸術フェア開催 

スカイレストラン 
地場農産物を活用した食事メニューの提供、 
バスツアー用食事による年間営業 

ＶＩＰラウンジ・スカイボックス個室 貸し宴会場や会議室への転用利用 

大型映像装置、ＬＥＤ帯状映像装置 
デジタルサイネージ 

企業広告の募集 

アユモドキ展示 
環境学習や京都･亀岡 保津川公園と連携した体験 
企画 
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スタジアムの運営に必要な業務部門 

種別 業務内容 

運営・施設管理・総務部門 
労務管理、ビルメンテナンス（小修繕含） 
施設運転操作 

営業部門 
広告宣伝 
施設利用調整 

サービス戦略部門 
施設利活用の企画及び実施 
経営戦略（投資等含）の作成 
イベント招致 

地域連携部門 
まちのにぎわい創出にかかる企画提案と実践 
（タウンマネジメント組織やまちづくり協議組織への参加） 

◆運営事業の主な部門 ※赤字：京都スタジアムで特に重要な業務部門 
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運営事業に求められる主な与条件 

・年間を通じたｲﾍﾞﾝﾄ等の企画・ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ 
 
・多機能施設の最大活用（柔軟な施設利用） 
 
・公共性の担保 
 
・芝管理等の工夫による維持管理コストの削減                  

得意分野が異なる企業とマネジメント能力を有す
る企業のコラボ 



20 

京都スタジアムの運営 

単なるスポーツ施設の運営  × 
 
 

まちづくりやまちを成長させる運営  ○ 
→ スポーツ・観光・まちづくり産業の成長 

Ｊクラブの運営（指定管理) 事  例   ＜指定管理年数＞ 

単独 鹿島アントラーズ<5>（様々な先進的な取り組みを実施）、 
ガンバ大阪<47.5>、（セレッソ大阪） 

グループ（ＪＶ） アルビレックス新潟＋(公財)都市緑化センターグループ<5> 
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求められる課題から考えられる運営スキーム 

 緩やかな指定管理制度 
 （例 大阪城PMO事業（ｼﾞｮｰﾃﾗｽ、ﾐﾗｲｻﾞｵｵｻｶ）） 
 
 公共施設権運営権制度（ｺﾝｾｯｼｮﾝ） 
 （例 愛知県国際展示場、奈良刑務所等）                  

指定管理制度（決められたサービスを公的負担し
ながら提供）にプラスして※１の実施が必要 

 
  

※１ 施設の最大活用やまちづくり等と連携
する魅力向上事業 
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京都スタジアムの運営事業スキーム案 

■京都サンガの関与 
  ・  「見るスポーツ」環境整備して新らたな公共サービスを府民に提供する観点から 

  考えると、京都サンガは公共側のプレーヤーと想定している。  

 
※スキーム検討で考慮すべき観点 
  ・ トラックレコードが少ない又は無い運営事業と考えられるため、府と民間事業者  
  とのリスク分担のあり方、リスクリターンのあり方、一つの制度での運営事業で 
  はなく複数の制度を混合するあり方を検討 

 ・最適手法の選択には、引き続き民間企業との対話が重要 
  



スタジアム運営への企業の関心度 
第１回分科会実施アンケート結果から 
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考えられる運営事業のスケジュール（私案） 
～運営事業者が様々な提案が出来るよう最も遅くする場合～ 


